
育児休業制度の規定がある事業所の割合は６８．０％まで、女性の育児休業の取得率は
８５．６％（平成２１年度）まで上昇している。

出典：厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成２１年）

事業所規模別の育児休業の規定率（平成２１年度）
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育児休業取得率＝

調査前年度１年間の出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）の数

出産者のうち、調査時点までに育児休業を開始した者（開始予定の申出をしている者を含む。）の数

育児休業制度の規定率の推移
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就業規則等に介護休業の定めがある事業所は６１．７％。

出典：厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成２０年度）

介護休業制度の規定整備状況（事業所規模別） 男女別、事業所規模別の介護休業取得者割合

介護休業制度の規定整備状況（事業所規模別）等

注：労働者に占める介護休業取得者の割合とは、Ｈ１９.４.１～
Ｈ２０.３.３１までに介護休業を開始した者の割合。
注：≪ ≫は、平成１７年度調査の数値。（Ｈ１６.４.１～Ｈ１
７.３.３１までに介護休業を開始した割合）
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子の看護休暇の就業規則等により明文化されている事業所は５割弱。
就学前の子を持つ労働者のうち、女性の方が取得割合が高い。

出典：厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成２０年度）

事業所規模別・男女別就学前の子を持つ労働者に占める子の看護休暇取得者割合

子の看護休暇制度の有無別、規模別事業所割合等
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合　　　計 100.0 46.2 53.6 0.2

【事業所内規模】

500人以上 100.0 94.2 5.8 -
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100.0 58.6 47.6 13.9 31.8 40.8 2.5 6.3 15.1 41.4 0.1

【事業所規模 】

５００人以上 100.0 98.3 83.6 25.6 50.1 71.6 18.7 20.1 32.1 1.6 0.2

１００～４９９人 100.0 92.5 75.5 18.1 45.6 64.1 8.1 10.4 18.4 7.5 -

３０～９９人 100.0 76.2 64.6 17.6 42.3 54.9 2.4 7.2 16.9 23.6 0.3

５～２９人 100.0 51.9 41.5 12.7 28.2 35.6 2.2 5.8 14.4 48.1 0.0

３０人以上(再掲) 100.0 79.4 66.8 17.8 43.0 56.7 3.7 8.0 17.4 20.4 0.2

【総計】
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平成２１年度の勤務時間短縮等の措置の制度がある企業は約６割。
短時間勤務制度は４７．６％、所定外労働免除は４０．８％の企業で導入されている。

育児のための勤務時間短縮等措置の制度の有無別事業所割合

出典：厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成２１年度）
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子どもの出生年別、第１子出産前後の妻の就業経歴の構成

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「第１３回出生動向基本調査（夫婦調査）」

目標値

第１子出産前後の女性の継続就業率

３８％（平成１７年） → ５５％（平成２９年）

妊娠・出産前後に退職した理由
＇「これまでの退職経験」として、妊娠・出産前後に退職していた女性正社員（
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39.0%
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家事・育児に専念するため
自発的にやめた

夫の勤務地や夫
の転勤の問題で
仕事を続けるのが

難しかった

仕事を続けたかった
が、仕事と育児の両
立の難しさでやめた

子を持つ前と仕事の内
容や責任等が変わって
しまい、やりがいを感じ
られなくなった＇なりそう

だった（

特にない

その他

結婚、出産、育
児を機に辞めた
が、理由は結婚、
出産等に直接関

係ない

解雇された、
退職勧奨さ
れた

①勤務時間があいそうもなかった ＇６５．４％（

②職場に両立を支援する雰囲気がなかった ＇４９．５％（

③自分の体力がもたなそうだった ＇４５．７％（

④育児休業を取れそうもなかった ＇２５．０％（
出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「両立支援に係る諸問題に関する総合的調査研究」＇平成２０年（

両立が難しかった具体的理由

出産後継続就業率
25.3(38.0)％

出産前有職

66.6 (100)%

女性の出産後の継続就業

女性の出産後の継続就業は、依然として困難な状況にある。




